






































点から，その実態を明らかにしたものである。2004 年時点と 2013 年時点のデータを比較することにより，時系列的
な分析視点を取り入れた。
中国で何らかのR&D関連活動を行っていると推察される日本企業の現地法人数は，2004 年時点で 159 社，2013
年時点では 415社という結果であった。現地代表者名が判明している現地法人では，日本人代表者が大半であり，こ









































































































































































































































































最後に，2004 年調査／ 2013 年調査双方に存在
している拠点の代表者について見てみたい（表 6













































































































いた。いずれの拠点も 1999 年から 2003 年の間
に設立されており，10年以上の現地活動経験が
表４　在中国日系多国籍企業 R&D関連現地法人代表者国籍設立年別比較（2004年）（N=159）




























































経過年数 日本 中国 その他 不明 合計
設立から 5年未満
62 社
（62.00%）
21 社
（21.00%）
1 社
（1.00%）
16 社
（16.00%）
100 社
（100%）
設立から 5年以上
10 年未満
67 社
（51.54%）
37 社
（28.46%）
0 社
（0.00%）
26 社
（20.00%）
130 社
（100%）
設立から 10 年以上
20 年未満
76 社
（54.68%）
30 社
（21.58%）
2 社
（1.44%）
31 社
（22.30%）
139 社
（100%）
設立から 20 年以上
30 年未満
13 社
（46.43%）
9 社
（32.14%）
0 社
（0.00%）
6 社
（21.43%）
28 社
（100%）
設立時期不明
5社
（27.78%）
8 社
（44.44%）
0 社
（0.00%）
5 社
（27.78%）
18 社
（100%）
合計
223 社
（53.73%）
105 社
（25.30%）
3 社
（0.72%）
84 社
（20.24%）
415 社
（100%）
出所：表 1に同じ。
表６　在中国日系多国籍企業 R&D関連現地法人代表者国籍二時点間比較（N=64）
2013 年の代表者
日本人 中国人 不明
2004 年の
代表者
日本人
32 社
（50.00%）
6 社
（9.38%）
10 社
（15.63%）
中国人
0社
（0.00%）
11 社
（17.19%）
1 社
（1.56%）
不明
0社
（0.00%）
1 社
（1.56%）
3 社
（4.69%）
出所：表 1に同じ。
日本企業が中国に設置した研究開発子会社の運営管理に関する検討420
ある拠点ということになる。
だが，多くの拠点が日本人代表者であることに
変わりはない。日本企業の経営現地化という面は，
ことR&D関連現地法人について，大幅に進展し
ているとは言い難い状況である。
４．おわりに
以上，東洋経済新報社の発行する「海外進出企
業CDROM」データベースを利用して，中国に
おける日系企業のR&D関連現地法人現地化の実
態について概観してきた。
本稿で確認された事実を今一度振り返ってみる
と以下のようになる。中国における日系企業の
R&D活動は，日本人代表者の下で行われている
拠点が半数以上に上る。業種別にみても，日本人
が代表者となっている拠点が多いことに変わりは
ないが，近年では，情報サービスや機械といった
業種で日本人代表者比率の低下がみられる。さら
に，現地拠点の設立経過年数を見ると，2013 年
調査の現地法人では，設立年数がより長い拠点で，
代表者の日本人比率の低下，中国人代表者比率の
上昇傾向が見られ，現地化の進展を窺わせる結果
が得られた。ただし，2004 年の調査時点から
2013 年の調査時点まで，社名を変更せずに存続
してきた拠点の代表者を見ると，日本人が継続的
に代表者であり続ける拠点が半分を占める結果と
なった。
浅川（2003）でも記されているように，R&D
活動の国際化は企業活動の最終的な国際化段階に
相当する。また，グローバルに統合された活動で
あるほど，日本本社との交渉や他地域との連携な
どが必要になるケースが想定される。こうした場
合，対社内ネットワークを持つ日本人社員が代表
者に就くことによって，他の部署との調整や本社
とのコミュニケーション面で有利になることが考
えられる。本社との情報の隔絶は，海外R&D拠
点のパフォーマンスを低下させる（4）。一方，現地
コミュニティ，特に研究者・技術者達の研究コミ
ュニティとのリンケージを考えた場合は，日本人
派遣社員より現地国籍者が有利となることが想定
される（5）。現実の日本企業海外R&D拠点では，
日本人社員と現地国籍社員が社長／副社長（ある
いは所長／副所長）を務めているケースも確認で
きる（6）。つまり対社内的な交渉は日本人社員が行
い，現地とのネットワークについては現地人社員
が行うことによって，相互に補完する体制を築い
ていると言える。
しかしながら，現地国籍社員が現地法人の代表
に就任することは，現地化の象徴的な存在にもな
り得る。R&D部門だけでなく，販売や生産，さ
らには国内の外国人社員登用が進むことによっ
て，日本企業の海外現地法人のマネジメント層現
地化が進展することになるだろう。
今回はデータベース検索のみによって，日本企
業の在中国R&D関連拠点の現地化進展度の概観
を試みた。いくつか興味深い事実も確認できたの
で，今後，インタビュー調査なども加えながら，
継続的な調査を進め，本格的な研究課題抽出に取
り組みたい。
※本稿は平成 25年度江戸川大学学内共同研究費「企業統
治システムにおける社外取締役の役割〜日・中比較研究〜」
（研究代表者：董光哲）の研究成果を一部利用している。
《注》
（ 1）OdagiriandYasuda（1996）。
（ 2）安田（2006）。
（ 3）同上。
（ 4）浅川（2011）。
（ 5）同上。
（ 6）安田（2006）。
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